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　　議案第20号

（総  則）
第1条  令和 2 年度周南市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第2条  業務の予定量は、次のとおりとする。

（１）  病床数 150 床
（２）  年間患者数

入院 49,275 人
外来 71,199 人

（３）  一日平均患者数
入院 135 人
外来 293 人

（４）  主要な建設改良事業
病院建設改良事業 153,300 千円

（収益的収入及び支出）
第3条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

    収                              入

第１款 病院事業収益 3,216,044 千円
  第１項   医業収益 3,070,007 千円
  第２項   医業外収益 146,037 千円

    支                              出
第１款  病院事業費用 3,216,044 千円
  第１項   医業費用 3,149,835 千円
  第２項   医業外費用 65,208 千円
  第３項   特別損失 1 千円
  第４項   予備費 1,000 千円

（資本的収入及び支出）
第4条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支
　出額に対し不足する額 222,536 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支
  調整額286千円、過年度分損益勘定留保資金 222,250 千円で補てんするものとする。）

    収                              入
第１款 資本的収入 410,220 千円
  第１項 　企業債 153,300 千円
  第２項   出資金 256,920 千円

    支                              出
第１款 資本的支出 632,756 千円
  第１項   建設改良費 153,300 千円
  第２項   企業債償還金 429,456 千円
  第３項   予備費 50,000 千円

令 和 2 年 度 周 南 市 病 院 事 業 会 計 予 算 
（企業債）
第5条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 起債の方法

建設改良
費に充てる 153,300 千円
 ため

（一時借入金）
第6条  一時借入金の限度額は、100,000 千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第7条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１）医業費用と医業外費用及び特別損失の相互間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第8条  次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、
　又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければな
　らない。

（１）職員給与費 20,581 千円

（他会計からの補助金）
第9条  一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、7,406千円である。

（重要な資産の取得）
第10条  重要な資産の取得は、次のとおりとする。

令和 2 年 2 月 26 日提出

　　   周 南 市 長　　　藤　井　 律　子

限　度　額 償還の方法

政府資金についてはその融資
条件により、その他の場合は協
議して定める。ただし、財政上
の都合により据置期間及び償
還期限を短縮し、若しくは繰上
償還又は借換することができ
る。

証 書 借
入 又 は
証 券 発

行

利　　　率

5.0%以内（ただし、利
率見直し方式で借り
入 れ る 資 金 に つ い
て、利率の見直しを
行なった後において
は、当該見直し後の
利率）
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条件により、その他の場合は協
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令 和 2 年 度 周 南 市 病 院 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入
（単位：千円）

款 項 目 予   定   額 備           考

１ 病院事業収益 3,216,044

１  医業収益 3,070,007

１ 入院収益 1,980,855

２ 外来収益 929,716

３ その他医業収益 159,436

２  医業外収益 146,037

１ 受取利息及び配当金 626

２ 県補助金 5,366

３ 他会計補助金 7,406

４ 他会計負担金 126,645

５ 長期前受金戻入 1,169

６ その他医業外収益 4,825

支　　　　　　出
（単位：千円）

款 項 目 予   定   額 備           考

１ 病院事業費用 3,216,044

１  医業費用 3,149,835

１  給与費 20,581

２  経費 2,930,833

３  減価償却費 190,298

４  資産減耗費 500

５　長期前払消費税償却 7,623

２  医業外費用 65,208

１  支払利息及び企業債 51,893

    取扱諸費

２  消費税及び地方 13,315

    消費税

３  特別損失 1

１  過年度損益修正損 1

４  予備費 1,000

１  予備費 1,000

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　　入
（単位：千円）

款 項 目 予   定   額 備          考

１  資本的収入 410,220

１  企業債 153,300

１　企業債 153,300

２  出資金 256,920

１  他会計出資金 256,920

支　　　　　　出
（単位：千円）

款 項 目 予   定   額 備          考

１  資本的支出 632,756

１  建設改良費 153,300

１  病院改良工事費 100,600

２  資産購入費 52,700

２  企業債償還金 429,456

１  企業債償還金 429,456

３  予備費 50,000

１  予備費 50,000
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（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 2,576
減価償却費 190,298
引当金の増減額（△は減少） 227
長期前払消費税償却 7,623
長期前受金戻入額 △ 1,169
受取利息及び受取配当金 △ 626
支払利息 51,893
固定資産除却費 500
未収金の増減額（△は増加） △ 90,683
未払金の増減額（△は減少） 11,832
小計 172,471
利息及び配当金の受取額 626
利息の支払額 △ 51,893
業務活動によるキャッシュ・フロー 121,204

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 203,300
貸付による支出 △ 30,000

貸付金の回収による収入 30,000
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 203,300

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 153,300
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 429,456
一般会計からの出資による収入 256,920
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 19,236

資金増加額（又は減少額） △ 101,332
資金期首残高 854,058
資金期末残高 752,726

令和2年度周南市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）
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１  総    括
（１）  会計年度任用職員以外の職員

特別職
一般行政

職
給料 手当 計

法定福
利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 損益勘定支弁職員 2 9,632 5,894 15,526 3,263

年 資本勘定支弁職員

度 　合           計 2 9,632 5,894 15,526 3,263

前 損益勘定支弁職員 2 9,226 5,734 14,960 2,881

年 資本勘定支弁職員

度 　合           計 2 9,226 5,734 14,960 2,881

比 損益勘定支弁職員 406 160 566 382

資本勘定支弁職員

較 　合           計 406 160 566 382

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
時間外
手当

管理職
手当

期末勤
勉手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 780 326 101 1,162 432 3,093

前年度 756 312 51 1,153 360 3,102

比 較 24 14 50 9 72 △ 9

２  給料及び手当の増減額の明細
（１）  会計年度任用職員以外の職員

増減額

（千円）

98

308

67

93 異動等による調整

３  給料及び手当の状況

（１）  職員１人当たり給与

平均給料月額（円） 398,050

平均給与月額（円） 472,790

平均年齢（歳） 49.0

平均給料月額（円） 382,300

平均給与月額（円） 443,764

平均年齢（歳） 48.2

賞与引当金繰入額の減額145千円

一般行政職区                    分

制度改正に伴う増加分 給与改定に伴う影響額

異動等による調整

（千円）

948

給料表の改定

説     明

17,841

手
当
の
内
訳

備          考

給与改定に伴う増加分

18,789

昇給に伴う増加分

給      与       費      明      細      書

406

その他による減少分

増減事由別内訳   

（千円）

18,789

17,841

948

職     員     数

区              分

給          与          費

合       計

令和2年1月１日現在

平成31年1月１日現在

手　　　当 160
その他による減少分

給　　　料

区   分

区    分

（２）  初任給

　高校卒 154,900
　大学卒 188,700

（３）  級別職員数

級 職員数（人）

１級
２級
３級
４級
５級 1 50.0
６級
７級 1 50.0
８級
計 2 100.0

１級
２級
３級
４級
５級 1 50.0
６級 1 50.0
７級
８級
計 2 100.0

（注）構成比は四捨五入によっているので、端数において計が一致しない場合がある。

（級別の標準的な職務内容）

定型的な業務を行う職務
技能の職務
副主任等の職務
主任等の職務
主査等の職務
係長等の職務
課長補佐等の職務
課等の長の職務
部等の長の職務
部等の次長の職務

２   級
３   級
４   級
５   級
６   級
７   級

区                     分    一  般　行　政  職

区    分 一般行政職（円）

令和2年1月１日現在

一  般  会  計  の  制  度
    一 般 行 政 職    （円）

154,900
188,700

平成31年1月１日現在

区   分 一　　   般 　 　職

構成比（％）

１   級

８   級
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１  総    括
（１）  会計年度任用職員以外の職員

特別職
一般行政

職
給料 手当 計

法定福
利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 損益勘定支弁職員 2 9,632 5,894 15,526 3,263

年 資本勘定支弁職員

度 　合           計 2 9,632 5,894 15,526 3,263

前 損益勘定支弁職員 2 9,226 5,734 14,960 2,881

年 資本勘定支弁職員

度 　合           計 2 9,226 5,734 14,960 2,881

比 損益勘定支弁職員 406 160 566 382

資本勘定支弁職員

較 　合           計 406 160 566 382

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
時間外
手当

管理職
手当

期末勤
勉手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 780 326 101 1,162 432 3,093

前年度 756 312 51 1,153 360 3,102

比 較 24 14 50 9 72 △ 9

２  給料及び手当の増減額の明細
（１）  会計年度任用職員以外の職員

増減額

（千円）

98

308

67

93 異動等による調整

３  給料及び手当の状況

（１）  職員１人当たり給与

平均給料月額（円） 398,050

平均給与月額（円） 472,790

平均年齢（歳） 49.0

平均給料月額（円） 382,300

平均給与月額（円） 443,764

平均年齢（歳） 48.2

賞与引当金繰入額の減額145千円

一般行政職区                    分

制度改正に伴う増加分 給与改定に伴う影響額

異動等による調整

（千円）

948

給料表の改定

説     明

17,841

手
当
の
内
訳

備          考

給与改定に伴う増加分

18,789

昇給に伴う増加分

給      与       費      明      細      書

406

その他による減少分

増減事由別内訳   

（千円）

18,789

17,841

948

職     員     数

区              分

給          与          費

合       計

令和2年1月１日現在

平成31年1月１日現在

手　　　当 160
その他による減少分

給　　　料

区   分

区    分

（２）  初任給

　高校卒 154,900
　大学卒 188,700

（３）  級別職員数

級 職員数（人）

１級
２級
３級
４級
５級 1 50.0
６級
７級 1 50.0
８級
計 2 100.0

１級
２級
３級
４級
５級 1 50.0
６級 1 50.0
７級
８級
計 2 100.0

（注）構成比は四捨五入によっているので、端数において計が一致しない場合がある。

（級別の標準的な職務内容）

定型的な業務を行う職務
技能の職務
副主任等の職務
主任等の職務
主査等の職務
係長等の職務
課長補佐等の職務
課等の長の職務
部等の長の職務
部等の次長の職務

２   級
３   級
４   級
５   級
６   級
７   級

区                     分    一  般　行　政  職

区    分 一般行政職（円）

令和2年1月１日現在

一  般  会  計  の  制  度
    一 般 行 政 職    （円）

154,900
188,700

平成31年1月１日現在

区   分 一　　   般 　 　職

構成比（％）

１   級

８   級
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（４）  昇給

2
2

１号給 （人）

2号給 （人）

4号給 （人） 2
5号給 （人）

7号給 （人）

100.0

2
2

１号給 （人）

2号給 （人）

4号給 （人） 2
5号給 （人）

7号給 （人）

100.0

（５）  期末手当・勤勉手当

支給率計 制度上の段階、職務の

６月（月分） １２月（月分） （月分） 等級による加算措置

　本       年       度 2.250 2.250 4.50 有
　前       年       度 2.225 2.225 4.45 有
　一 般 会 計 の 制 度 2.250 2.250 4.50 有

（６）  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

（７）  その他の手当

区               分
地　域   手   当 同
特 殊 勤 務 手 当 該当なし
扶   養   手   当 同
住   居   手   当 同
通   勤   手   当 同

100.0

支   給   期   別   支   給   率

本
年
度

前
年
度

2
2

昇給数別内訳

特別昇給に係る職員数
比率   （Ｂ）／（Ａ）      ％

    （支給率等）

区               分

47.709

区               分

支    給    率    等 24.586875
定年前早期退職特例措
置

47.709

備      考

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

一 般 会 計 の 制 度

33.27075

47.709
定年前早期退職特例措
置

その他の加算措置
等

昇給数別内訳

区               分 合    計

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差      異      の      内      容

24.586875 33.27075 47.709

特別昇給に係る職員数
職員数（Ａ）（人）

備　　　考

100.0比率   （Ｂ）／（Ａ）      ％

職員数（Ａ）（人） 2
2

一般行政職等

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

2

2
（単位：千円）

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 病院事業収益

新南陽市民病院
指定管理料

14,748,996
平成29年度から
令和元年度まで

7,777,682
令和2年度から
令和3年度まで

6,971,314 6,971,314

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事　　項 限　度　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額
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（４）  昇給

2
2

１号給 （人）

2号給 （人）

4号給 （人） 2
5号給 （人）

7号給 （人）

100.0

2
2

１号給 （人）

2号給 （人）

4号給 （人） 2
5号給 （人）

7号給 （人）

100.0

（５）  期末手当・勤勉手当

支給率計 制度上の段階、職務の

６月（月分） １２月（月分） （月分） 等級による加算措置

　本       年       度 2.250 2.250 4.50 有
　前       年       度 2.225 2.225 4.45 有
　一 般 会 計 の 制 度 2.250 2.250 4.50 有

（６）  定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

（月分） （月分） （月分） （月分）

（７）  その他の手当

区               分
地　域   手   当 同
特 殊 勤 務 手 当 該当なし
扶   養   手   当 同
住   居   手   当 同
通   勤   手   当 同

100.0

支   給   期   別   支   給   率

本
年
度

前
年
度

2
2

昇給数別内訳

特別昇給に係る職員数
比率   （Ｂ）／（Ａ）      ％

    （支給率等）

区               分

47.709

区               分

支    給    率    等 24.586875
定年前早期退職特例措
置

47.709

備      考

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

一 般 会 計 の 制 度

33.27075

47.709
定年前早期退職特例措
置

その他の加算措置
等

昇給数別内訳

区               分 合    計

一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差      異      の      内      容

24.586875 33.27075 47.709

特別昇給に係る職員数
職員数（Ａ）（人）

備　　　考

100.0比率   （Ｂ）／（Ａ）      ％

職員数（Ａ）（人） 2
2

一般行政職等

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

2

2
（単位：千円）

左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 病院事業収益

新南陽市民病院
指定管理料

14,748,996
平成29年度から
令和元年度まで

7,777,682
令和2年度から
令和3年度まで

6,971,314 6,971,314

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事　　項 限　度　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額
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（単位：千円）

   １   固定資産

     （１） 有形固定資産

イ   土地 2,107,960

ロ   建物 4,400,434

  減価償却累計額 △ 2,883,860 1,516,574

ハ   構築物 15,684

  減価償却累計額 △ 14,798 886

ニ   器械備品 2,383,421

  減価償却累計額 △ 1,896,071 487,350

ホ   車両 1,302

  減価償却累計額 △ 1,237 65

ヘ   その他有形固定資産 193,556

△ 182,612 10,944

  有形固定資産合計 4,123,779

     （２） 無形固定資産

イ   電話加入権 1,600

  無形固定資産合計 1,600

     （３） 投資その他の資産

イ   長期前払消費税 94,618

  固定資産合計 4,219,997

   ２   流動資産

     （１） 現金預金 752,726

     （２） 未収金 516,953

　　貸倒引当金 △ 3,093 513,860

     （３） 短期貸付金 30,000

  流動資産合計 1,296,586

  資産合計 5,516,583

  減価償却累計額

令 和  2 年 度 周 南 市 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 令 和 3 年 3 月 31 日）

   資　産　の　部

   ３   固定負債

     （１） 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 2,325,244

  固定負債合計 2,325,244

   ４   流動負債

     （１） 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 456,456

     （２） 未払金 77,530

     （３） 引当金

イ   賞与引当金 1,792

  流動負債合計 535,778

   ５   繰延収益

     （１） 長期前受金 42,028

  収益化累計額 △ 13,063

  繰延収益合計 28,965

  負債合計 2,889,987

   ６   資本金

     （１） 固有資本金 405,180

     （２） 出資金 4,392,768

  資本金合計 4,797,948

   ７   剰余金

     （１） 資本剰余金

イ   受贈財産評価額 22,839

ロ   県補助金 102

ハ   その他資本剰余金 954

  資本剰余金合計 23,895

     （２） 利益剰余金

イ   当年度未処理欠損金 2,195,247

  利益剰余金合計 △ 2,195,247

  剰余金合計 △ 2,171,352

  資本合計 2,626,596

  負債・資本合計 5,516,583

   負　債　の　部

   資　本　の　部
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（単位：千円）

   １   固定資産

     （１） 有形固定資産

イ   土地 2,107,960

ロ   建物 4,400,434

  減価償却累計額 △ 2,883,860 1,516,574

ハ   構築物 15,684

  減価償却累計額 △ 14,798 886

ニ   器械備品 2,383,421

  減価償却累計額 △ 1,896,071 487,350

ホ   車両 1,302

  減価償却累計額 △ 1,237 65

ヘ   その他有形固定資産 193,556

△ 182,612 10,944

  有形固定資産合計 4,123,779

     （２） 無形固定資産

イ   電話加入権 1,600

  無形固定資産合計 1,600

     （３） 投資その他の資産

イ   長期前払消費税 94,618

  固定資産合計 4,219,997

   ２   流動資産

     （１） 現金預金 752,726

     （２） 未収金 516,953

　　貸倒引当金 △ 3,093 513,860

     （３） 短期貸付金 30,000

  流動資産合計 1,296,586

  資産合計 5,516,583

  減価償却累計額

令 和  2 年 度 周 南 市 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 令 和 3 年 3 月 31 日）

   資　産　の　部

   ３   固定負債

     （１） 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 2,325,244

  固定負債合計 2,325,244

   ４   流動負債

     （１） 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 456,456

     （２） 未払金 77,530

     （３） 引当金

イ   賞与引当金 1,792

  流動負債合計 535,778

   ５   繰延収益

     （１） 長期前受金 42,028

  収益化累計額 △ 13,063

  繰延収益合計 28,965

  負債合計 2,889,987

   ６   資本金

     （１） 固有資本金 405,180

     （２） 出資金 4,392,768

  資本金合計 4,797,948

   ７   剰余金

     （１） 資本剰余金

イ   受贈財産評価額 22,839

ロ   県補助金 102

ハ   その他資本剰余金 954

  資本剰余金合計 23,895

     （２） 利益剰余金

イ   当年度未処理欠損金 2,195,247

  利益剰余金合計 △ 2,195,247

  剰余金合計 △ 2,171,352

  資本合計 2,626,596

  負債・資本合計 5,516,583

   負　債　の　部

   資　本　の　部
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（単位：千円）

 １  医業収益
    （１）  入院収益 1,628,305
    （２）  外来収益 777,678
    （３）  その他医業収益 130,800 2,536,783

 ２  医業費用
    （１）  給与費 19,354
    （２）  経費 2,579,881
    （３）  減価償却費 206,538
    （４）  資産減耗費 6,000
    （５）  長期前払消費税償却 7,158 2,818,931

        医業損失 282,148

 ３  医業外収益
    （１）  受取利息配当金 594
    （２）  県補助金 5,177
    （３）  他会計補助金 5,759
    （４）  他会計負担金 120,353
    （５）  長期前受金戻入 1,366
    （６）  その他医業外収益 5,906 139,155

 ４  医業外費用
    （１）  支払利息及び企業債取扱諸費 56,239
    （２）  雑損失 257 56,496 82,659

        経常損失 199,489

 ５  特別損失
    （１）  過年度損益修正損 177 177 △ 177

        当年度純損失 199,666
        前年度繰越欠損金 1,998,157
          その他未処分利益剰余金変動額 0

        当年度未処理欠損金 2,197,823

令 和 元 年 度 周 南 市 病 院 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（ 平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）
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（単位：千円）

 １  医業収益
    （１）  入院収益 1,628,305
    （２）  外来収益 777,678
    （３）  その他医業収益 130,800 2,536,783

 ２  医業費用
    （１）  給与費 19,354
    （２）  経費 2,579,881
    （３）  減価償却費 206,538
    （４）  資産減耗費 6,000
    （５）  長期前払消費税償却 7,158 2,818,931

        医業損失 282,148

 ３  医業外収益
    （１）  受取利息配当金 594
    （２）  県補助金 5,177
    （３）  他会計補助金 5,759
    （４）  他会計負担金 120,353
    （５）  長期前受金戻入 1,366
    （６）  その他医業外収益 5,906 139,155

 ４  医業外費用
    （１）  支払利息及び企業債取扱諸費 56,239
    （２）  雑損失 257 56,496 82,659

        経常損失 199,489

 ５  特別損失
    （１）  過年度損益修正損 177 177 △ 177

        当年度純損失 199,666
        前年度繰越欠損金 1,998,157
          その他未処分利益剰余金変動額 0

        当年度未処理欠損金 2,197,823

令 和 元 年 度 周 南 市 病 院 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（ 平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）
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（単位：千円）

   １   固定資産

     （１） 有形固定資産

イ   土地 2,107,960

ロ   建物 4,308,979

  減価償却累計額 △ 2,820,723 1,488,256

ハ   構築物 15,684

  減価償却累計額 △ 14,706 978

ニ   器械備品 2,286,012

  減価償却累計額 △ 1,769,098 516,914

ホ   車両 1,302

  減価償却累計額 △ 1,237 65

ヘ   その他有形固定資産 193,556

△ 182,589 10,967

  有形固定資産合計 4,125,140

     （２） 無形固定資産

イ   電話加入権 1,600

ロ   その他無形固定資産 73

  無形固定資産合計 1,673

     （３） 投資その他の資産

イ   長期前払消費税 88,305

  固定資産合計 4,215,118

   ２   流動資産

     （１） 現金預金 854,058

     （２） 未収金 426,270

　　貸倒引当金 △ 2,986 423,284

     （３） 短期貸付金 30,000

  流動資産合計 1,307,342

  資産合計 5,522,460

令 和  元 年 度 周 南 市 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 令 和 2 年 3 月 31 日）

   資　産　の　部

  減価償却累計額

   ３   固定負債

     （１） 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 2,628,400

  固定負債合計 2,628,400

   ４   流動負債

     （１） 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 429,456

     （２） 未払金 65,698

     （３） 引当金

イ   賞与引当金 1,672

  流動負債合計 496,826

   ５   繰延収益

     （１） 長期前受金 42,028

  収益化累計額 △ 11,894

  繰延収益合計 30,134

  負債合計 3,155,360

   ６   資本金

     （１） 固有資本金 405,180

     （２） 出資金 4,135,848

  資本金合計 4,541,028

   ７   剰余金

     （１） 資本剰余金

イ   受贈財産評価額 22,839

ロ   県補助金 102

ハ   その他資本剰余金 954

  資本剰余金合計 23,895

     （２） 利益剰余金

イ   当年度未処理欠損金 2,197,823

  利益剰余金合計 △ 2,197,823

  剰余金合計 △ 2,173,928

  資本合計 2,367,100

  負債・資本合計 5,522,460

   負　債　の　部

   資　本　の　部
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（単位：千円）

   １   固定資産

     （１） 有形固定資産

イ   土地 2,107,960

ロ   建物 4,308,979

  減価償却累計額 △ 2,820,723 1,488,256

ハ   構築物 15,684

  減価償却累計額 △ 14,706 978

ニ   器械備品 2,286,012

  減価償却累計額 △ 1,769,098 516,914

ホ   車両 1,302

  減価償却累計額 △ 1,237 65

ヘ   その他有形固定資産 193,556

△ 182,589 10,967

  有形固定資産合計 4,125,140

     （２） 無形固定資産

イ   電話加入権 1,600

ロ   その他無形固定資産 73

  無形固定資産合計 1,673

     （３） 投資その他の資産

イ   長期前払消費税 88,305

  固定資産合計 4,215,118

   ２   流動資産

     （１） 現金預金 854,058

     （２） 未収金 426,270

　　貸倒引当金 △ 2,986 423,284

     （３） 短期貸付金 30,000

  流動資産合計 1,307,342

  資産合計 5,522,460

令 和  元 年 度 周 南 市 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（ 令 和 2 年 3 月 31 日）

   資　産　の　部

  減価償却累計額

   ３   固定負債

     （１） 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 2,628,400

  固定負債合計 2,628,400

   ４   流動負債

     （１） 企業債

イ   建設改良費等の財源に充てる

ための企業債 429,456

     （２） 未払金 65,698

     （３） 引当金

イ   賞与引当金 1,672

  流動負債合計 496,826

   ５   繰延収益

     （１） 長期前受金 42,028

  収益化累計額 △ 11,894

  繰延収益合計 30,134

  負債合計 3,155,360

   ６   資本金

     （１） 固有資本金 405,180

     （２） 出資金 4,135,848

  資本金合計 4,541,028

   ７   剰余金

     （１） 資本剰余金

イ   受贈財産評価額 22,839

ロ   県補助金 102

ハ   その他資本剰余金 954

  資本剰余金合計 23,895

     （２） 利益剰余金

イ   当年度未処理欠損金 2,197,823

  利益剰余金合計 △ 2,197,823

  剰余金合計 △ 2,173,928

  資本合計 2,367,100

  負債・資本合計 5,522,460

   負　債　の　部

   資　本　の　部
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注　記
（令和2年度）

Ⅰ. 重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法 
（1）　有形固定資産
　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　・主な耐用年数
　　　　建物 15～39年
　　　　構築物 10～20年
　　　　器械備品 4～15年
　　　　車両 5年
　　　　その他有形固定資産 10～15年

（2）　無形固定資産
　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　・主な耐用年数
　　　　その他利用権 20年

　２　引当金の計上の方法 
(1)   退職給付引当金
　　　　 退職手当については、一般会計が負担する取扱いとしているため引当金の
　　　計上をしていない。

(2)   賞与引当金
　　　　 職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支給に備えるた
　　　め、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

(3)   貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等による回収不能見込額を
　　　計上する。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理
  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ. 予定貸借対照表等関連
　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　 貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 1,779,874 千円 
である。

　２　引当金の取崩し
(1)   賞与引当金
　   　　令和2年度において、職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費
　　　を支給するため、賞与引当金 1,672 千円を取り崩した。

(2)   貸倒引当金
　　　   令和2年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金
　　　234　千円を取り崩した。

注　記
（令和元年度）

Ⅰ. 重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法 
（1）　有形固定資産
　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　・主な耐用年数
　　　　建物 15～39年
　　　　構築物 10～20年
　　　　器械備品 4～15年
　　　　車両 5年
　　　　その他有形固定資産 10～15年

（2）　無形固定資産
　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　・主な耐用年数
　　　　その他利用権 20年

　２　引当金の計上の方法 
(1)   退職給付引当金
　 　　　退職手当については、一般会計が負担する取扱いとしているため引当金の
　　　計上をしていない。

(2)   賞与引当金
　　　　 職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支給に備えるた
　　　め、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

(3)   貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等による回収不能見込額を
　　　計上する。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理
  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ. 予定貸借対照表等関連
　１　企業債の償還に係る他会計の負担

 　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 2,036,794 千円 
である。

　２　引当金の取崩し
(1)   賞与引当金
　　　   令和元年度において、職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費
　　　を支給するため、賞与引当金 1,354 千円を取り崩した。

(2)   貸倒引当金
　　　   令和元年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金
　　　571 千円を取り崩した。
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注　記
（令和2年度）

Ⅰ. 重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法 
（1）　有形固定資産
　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　・主な耐用年数
　　　　建物 15～39年
　　　　構築物 10～20年
　　　　器械備品 4～15年
　　　　車両 5年
　　　　その他有形固定資産 10～15年

（2）　無形固定資産
　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　・主な耐用年数
　　　　その他利用権 20年

　２　引当金の計上の方法 
(1)   退職給付引当金
　　　　 退職手当については、一般会計が負担する取扱いとしているため引当金の
　　　計上をしていない。

(2)   賞与引当金
　　　　 職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支給に備えるた
　　　め、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

(3)   貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等による回収不能見込額を
　　　計上する。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理
  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ. 予定貸借対照表等関連
　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　 貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 1,779,874 千円 
である。

　２　引当金の取崩し
(1)   賞与引当金
　   　　令和2年度において、職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費
　　　を支給するため、賞与引当金 1,672 千円を取り崩した。

(2)   貸倒引当金
　　　   令和2年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金
　　　234　千円を取り崩した。

注　記
（令和元年度）

Ⅰ. 重要な会計方針

　１　固定資産の減価償却の方法 
（1）　有形固定資産
　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　・主な耐用年数
　　　　建物 15～39年
　　　　構築物 10～20年
　　　　器械備品 4～15年
　　　　車両 5年
　　　　その他有形固定資産 10～15年

（2）　無形固定資産
　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　・主な耐用年数
　　　　その他利用権 20年

　２　引当金の計上の方法 
(1)   退職給付引当金
　 　　　退職手当については、一般会計が負担する取扱いとしているため引当金の
　　　計上をしていない。

(2)   賞与引当金
　　　　 職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支給に備えるた
　　　め、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上する。

(3)   貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等による回収不能見込額を
　　　計上する。

　３　消費税及び地方消費税の会計処理
  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ. 予定貸借対照表等関連
　１　企業債の償還に係る他会計の負担

 　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 2,036,794 千円 
である。

　２　引当金の取崩し
(1)   賞与引当金
　　　   令和元年度において、職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費
　　　を支給するため、賞与引当金 1,354 千円を取り崩した。

(2)   貸倒引当金
　　　   令和元年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金
　　　571 千円を取り崩した。
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   　　 収              入
（単位：千円）

款 項 目 節 予   定   額 備           考

１ 病院事業収益 3,216,044

１  医業収益 3,070,007

１ 入院収益 1,980,855

  １  入院収益 1,980,855 1日平均 135人  延 49,275人 

２ 外来収益 929,716

  １  外来収益 929,716 1日平均 293人  延 71,199人 

３ その他医業収益 159,436

  １  室料差額収益 33,501 個室等の差額収益

  ２  医療相談収益 32,787 人間ドック・健診収益

  ３  一般会計負担金 61,732 救急医療他

  ４  その他医業収益 31,416 診断書料他

２  医業外収益 146,037

１ 受取利息及び配当金 626

  １  預金利息 622

　2　貸付金利息 4 介護老人保健施設事業貸付分

２ 県補助金 5,366

  １  病院群輪番制病院補助金 4,944 病院群輪番制病院運営費補助金

 2  その他県補助金 422

３ 他会計補助金 7,406

  １  一般会計補助金 7,406 研究研修費

４ 他会計負担金 126,645

  １  一般会計負担金 126,645 企業債利息他

５ 長期前受金戻入 1,169

  １  長期前受金戻入 1,169

６ その他医業外収益 4,825

  １  その他医業外収益 4,825 駐車場、施設使用料他

令 和 2 年 度 周 南 市 病 院 事 業 会 計 予 算 明 細 書

　　　　収 益 的 収 入 及 び 支 出

    　　支               出

（単位：千円）

款 項 目 節 予   定   額 備          考

１ 病院事業費用 3,216,044

１  医業費用 3,149,835

１  給与費 20,581

  1  給料 9,632 職員給料

  2  手当等 5,894 職員手当等

  3  賞与引当金繰入額 1,792

  4  法定福利費 3,263 職員共済組合負担金

２  経費 2,930,833

  １  厚生福利費 15

  2  旅費交通費 214 普通旅費

  3  消耗品費 125 事務用品

  4  消耗備品 45

  5  燃料費 78 公用車用

  6  印刷製本費 150 予算書等

  7  保険料 561 建物総合損害共済等

　8 通信運搬費 52 郵便料、ＣＣＳ回線使用料

　9 手数料 500 申請手数料他

10 委託料 300 会計システム保守委託料

11 交付金 2,927,000 新南陽市民病院指定管理料

12 負担金及び分担金 1,100 自治体病院協議会負担金等

13 雑費 300

14 貸倒引当金繰入額 393

３  減価償却費 190,298

  １  建物減価償却費 63,137

  ２  構築物減価償却費 92

  ３  器械備品減価償却費 126,973

   ４   その他有形固定資産減価償却費 23

  ５   無形固定資産減価償却費 73

４  資産減耗費 500

  1  固定資産除却費 500

５ 長期前払消費税償却 7,623

１  長期前払消費税償却 7,623

２  医業外費用 65,208

１  支払利息及び企業債 51,893

    取扱諸費   １  企業債利息 51,835
  ２  借入金利息 58

２  消費税及び地方 13,315

    消費税   １  消費税及び地方消費税 13,315

３  特別損失 1

１  過年度損益修正損 1

　１  過年度損益修正損 1

４  予備費 1,000

１  予備費 1,000

  １  予備費 1,000
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   　　 収              入
（単位：千円）

款 項 目 節 予   定   額 備           考

１ 病院事業収益 3,216,044

１  医業収益 3,070,007

１ 入院収益 1,980,855

  １  入院収益 1,980,855 1日平均 135人  延 49,275人 

２ 外来収益 929,716

  １  外来収益 929,716 1日平均 293人  延 71,199人 

３ その他医業収益 159,436

  １  室料差額収益 33,501 個室等の差額収益

  ２  医療相談収益 32,787 人間ドック・健診収益

  ３  一般会計負担金 61,732 救急医療他

  ４  その他医業収益 31,416 診断書料他

２  医業外収益 146,037

１ 受取利息及び配当金 626

  １  預金利息 622

　2　貸付金利息 4 介護老人保健施設事業貸付分

２ 県補助金 5,366

  １  病院群輪番制病院補助金 4,944 病院群輪番制病院運営費補助金

 2  その他県補助金 422

３ 他会計補助金 7,406

  １  一般会計補助金 7,406 研究研修費

４ 他会計負担金 126,645

  １  一般会計負担金 126,645 企業債利息他

５ 長期前受金戻入 1,169

  １  長期前受金戻入 1,169

６ その他医業外収益 4,825

  １  その他医業外収益 4,825 駐車場、施設使用料他

令 和 2 年 度 周 南 市 病 院 事 業 会 計 予 算 明 細 書

　　　　収 益 的 収 入 及 び 支 出

    　　支               出

（単位：千円）

款 項 目 節 予   定   額 備          考

１ 病院事業費用 3,216,044

１  医業費用 3,149,835

１  給与費 20,581

  1  給料 9,632 職員給料

  2  手当等 5,894 職員手当等

  3  賞与引当金繰入額 1,792

  4  法定福利費 3,263 職員共済組合負担金

２  経費 2,930,833

  １  厚生福利費 15

  2  旅費交通費 214 普通旅費

  3  消耗品費 125 事務用品

  4  消耗備品 45

  5  燃料費 78 公用車用

  6  印刷製本費 150 予算書等

  7  保険料 561 建物総合損害共済等

　8 通信運搬費 52 郵便料、ＣＣＳ回線使用料

　9 手数料 500 申請手数料他

10 委託料 300 会計システム保守委託料

11 交付金 2,927,000 新南陽市民病院指定管理料

12 負担金及び分担金 1,100 自治体病院協議会負担金等

13 雑費 300

14 貸倒引当金繰入額 393

３  減価償却費 190,298

  １  建物減価償却費 63,137

  ２  構築物減価償却費 92

  ３  器械備品減価償却費 126,973

   ４   その他有形固定資産減価償却費 23

  ５   無形固定資産減価償却費 73

４  資産減耗費 500

  1  固定資産除却費 500

５ 長期前払消費税償却 7,623

１  長期前払消費税償却 7,623

２  医業外費用 65,208

１  支払利息及び企業債 51,893

    取扱諸費   １  企業債利息 51,835
  ２  借入金利息 58

２  消費税及び地方 13,315

    消費税   １  消費税及び地方消費税 13,315

３  特別損失 1

１  過年度損益修正損 1

　１  過年度損益修正損 1

４  予備費 1,000

１  予備費 1,000

  １  予備費 1,000

− 115 −



収                    入

（単位：千円）

款 項 目 節 予   定   額 備          考

１  資本的収入 410,220

１  企業債 153,300

１  企業債 153,300

  １ 企業債 153,300

２  出資金 256,920

１  他会計出資金 256,920

  １ 一般会計出資金 256,920

支                 出

（単位：千円）

款 項 目 節 予   定   額 備          考

１  資本的支出 632,756

１  建設改良費 153,300

１  病院改良工事費 100,600

 １  備消品費 100

 ２  印刷製本費 100

 ３  工事請負費 100,400

２  資産購入費 52,700

  １  器械購入費 52,700

２  企業債償還金 429,456

１  企業債償還金 429,456

  １  企業債償還金 429,456 企業債元金

３  予備費 50,000

１  予備費 50,000

  １  予備費 50,000

　資 本 的 収 入 及 び 支 出

令 和 2 年 度

周　　南　　市

周南市介護老人保健施設事業会計予算書
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